
 

さが未来アシスト事業費補助金制度要綱 

 

第１ 目的 

 さが未来アシスト事業費補助金（以下「補助金」という。）は、地域に存在する自然、人等の地域資源を活

かした自発の地域づくりに関する取組に支援を行い、活力で満たされた魅力ある佐賀県を将来につなげること

を目的に、県が交付するものである。 

 

第２ 用語の定義 

  １ 実質的過疎地域 

「実質的過疎地域」とは、人口減少率の観点から、実質的に過疎化が顕著な地域を指す。 

なお、補助金の申請に当たっては以下に留意することとする。 

（１）平成 22年 10月 1日から平成 27年 10月 1日にかけての人口増減率がゼロ又はプラスの地域は原

則として該当しないものとする。 

  ２ ＣＳО（Civil Society Organizations） 

「ＣＳО」とは、Civil Society Organizationsの略で、NPO法人、市民活動・ボランティア団体に限らず、

自治会、婦人会、老人会、PTAといった組織・団体を指す。 

 

第３ 補助対象地域・補助申請団体・補助率 

補助申請団体、補助率は下記の表のとおり。 

なお、国、県及びこれらの外郭団体などの補助事業に当該補助金を充当することはできない。 

補助対象地域 補助申請団体 補助率 

実質的過疎地域 
市町又はＣＳ

О 
２分の１以内 

佐賀県中山間地・離島・県境振興対策本部において対象となった地域 
市町又はＣＳ

О 
10分の９以内 

それぞれの中山間チャレンジ事業においてビジョンを作成した地域（他の

事業で採択できないものに限る） 

市町又はＣＳ

О ２分の１以内 

実質的過疎地域を含む複数の市町にまたがる地域 ＣＳО 

 

第４ 事業区分 

補助金は、補助申請団体が次に掲げる区分に応じて直接又は助成を通じて実施する事業を交付対象とする。

ただし、区分Ｂについては、その補助申請団体は市町とする。 

（１）区分Ａ 

次のア～ウに掲げるすべてを満たす事業。なお、本区分においても、ソフト事業の遂行上必要な限度で、

施設整備費・備品購入費等のハード経費を計上することができる。 

ア 地域の活性化を目的とするもの 

イ 自立的運営を見込んだ新たな仕組みを立ち上げようとするもの又は自立的運営を見込んだ計画の途上

にあるもの 

   ウ 市町が直接若しくはＣＳＯへの助成を通じて実施するもの又はＣＳОが直接実施するもの 

 （２）区分Ｂ 

実質的過疎地域において行われる施設設備の整備・改修事業で、次のアに該当するもの。なお、区分Ｂの



 

補助額は、区分Ａにおいて市町が負担した額を上限とする。 

ア 地域交流を提供する場の確保をするために、必要最低限の施設設備の整備・改修 

 

第５ 申請書の提出及び内容の変更 

補助金の交付を受けようとする補助申請団体は、別に定める申請書を作成し、知事に提出するものとする。

また、補助申請団体がＣＳОである場合は、次のとおりとする。 

 （１）事業を一つの市町内で行う場合は、当該市町に提出するものとし、当該市町の長は様式第６号により県 

へ提出するものとする。 

 （２）事業を複数の市町で行う場合は、県に直接提出するものとする。 

なお、申請書の内容に変更が生じる場合及び事前着手の承認を受けようとする場合にも同様の手続きにより、

申請を行い、別に定めるところにより知事の承認を受けるものとする。 

 

第６ 実績報告書の提出 

事業が完了した補助申請団体は、別に定めるところにより実績報告書を作成し、知事に提出するものとする。

また、補助申請団体がＣＳОである場合は、次のとおりとする。 

 （１）事業を一つの市町内で行う場合は、当該市町に提出するものとし、当該市町の長は様式第６号により県 

へ提出するものとする。 

 （２）事業を複数の市町で行う場合は、県に直接提出するものとする。 

 

第７ 請求書の提出 

補助金を請求する補助申請団体は、別に定めるところにより請求書を作成し、知事に提出するものとする。

また、補助申請団体がＣＳОである場合は、次のとおりとする。 

 （１）事業を一つの市町内で行う場合は、当該市町に提出するものとし、当該市町の長は様式第６号により県 

へ提出するものとする。 

 （２）事業を複数の市町で行う場合は、県に直接提出するものとする。 

 

第８ 活動状況の情報発信 

  事業実施主体は、ホームページ、ブログ、ソーシャルネットワーキングサービス（ＳＮＳ）、会報又は佐賀県

ＣＳОポータル等において、活動状況、決算状況及びさが未来アシスト事業費補助金を受けて事業を実施した

旨を広く情報発信しなければならない。 

 

第９ その他 

  この要綱に定めるもののほか、補助金の取扱いに関し必要な事項は、その都度別に定めるものとする。 

 

 


